
につけられるよう、青少 子どもたちが安心してのびのびと遊ぶことのできる地域環境を整えることにより、子どもたちが自主性、社
施策目的・

(2)目的 年育成団体への支援と連携を強化しながら、宿泊通学やキャンプなどのさまざまな体験活動を推進します。 事業目的 会性、創造性などの様々な能力を自然に伸ばし生きる力を身につける。
展開方向

また、保護者や地域の方々と連携して、子どもたちが安心してのびのびと過ごすことのできるあびっ子クラ
「放課後子ども総合プラン行動計画」に基づき、放課後等に子どもたちが安心・安全に過ごすことのできる ・既存あびっ子クラブ１２校においては、学童保育との一体的な運営を実施する。
環境を整備し、地域の方の協力を得て、異年齢間の交流や様々な体験を通して子どもを育む。 ・提案型公共サービス民営化制度により、根戸小あびっ子クラブの運営を民間委託する。
なお、四小あびっ子クラブの運営は、２７年度より民間委託を実施。 当該年度 ・布佐小（１３校目）のあびっ子クラブは、平成３０年度開設に向けて準備を進める。

執行計画
(3)事業内容 内　　容

参加人数／日（平日） 想定値 30当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 学童保育との一体的な運営を実施することにより、運営費の削減、大規模化する学童保育における今後の待機児童解消ができる 直接 整備箇所数 校 12 13
。

   ３年後 全小学校区に開設する。１個所／年ずつ整備 直接 整備箇所数 校 13 13

   最終(概ね５年後) 全小学校区に開設する。１個所／年ずつ整備 直接 整備箇所数 校 13 13

・学童保育事業との一体的な運営に伴うスタッフの配置。
(7)事業実施上の課題と対応 ・２階以上の教室にあるあびっ子クラブの運営の困難さ。 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

既存あびっ子クラブ10校分 非常勤一般職人件費 非常勤一般職人件費 非常勤一般職人件費
　非常勤一般職人件費（２号嘱託分）（ 3,065 　（スタッフ分19人分）（補助対象） 48,503 　（スタッフ人件費）（補助対象） 45,688 　（スタッフ人件費）（補助対象） 48,503
　非常勤一般職人件費（スタッフ分）（ 44,679 あびっ子クラブ運営費（補助対象） 36,284 あびっ子クラブ運営費（補助対象） 36,284 あびっ子クラブ運営費（補助対象） 36,284
あびっ子クラブ運営費（経常） 40,803 あびっ子クラブ施設修繕料 1,000 あびっ子クラブ施設修繕料 1,000 あびっ子クラブ施設修繕料 1,000

非常勤一般職人件費 非常勤一般職人件費 非常勤一般職人件費
　（２号嘱託分0.5×3人） 4,017 　（２号嘱託分0.5×3人） 4,017 　（２号嘱託分0.5×3人） 4,017

　 臨時職員（事務　3人） 1,615 臨時職員（事務　3人） 1,615 臨時職員（事務　3人） 1,615
実施内容 　 　 （根戸小）運営業務委託 9,083 （根戸小）運営業務委託 9,083

　 （三小）運営業務委託 12,960
(8)施行事項

費　　用
【政策費】 ＊ 【政策費】 ＊ 【政策費】

＊ 湖北小（Ｈ28.6オープン）　運営費 10,930 ＊ （根戸小）運営業務委託 9,083 ＊ （三小）運営業務委託 12,960
＊ 新木小（Ｈ29.3オープン）　運営費 3,902 ＊ 非常勤一般職人件費（スタッフ分） ＊ 非常勤一般職人件費（スタッフ分）
＊ 　　　　　　　　　　　　手数料　 206 ＊ ・根戸小引継ぎ1人（4月～9月） 1,374 ＊ ・引継ぎ1人（4月～9月） 1,408
＊ 　　　　　　　　　　　　監理委託　 3,958 ＊ ・職員体制強化分1人（10月～3月） 1,407
＊                     新築工事 81,000
＊ 携帯電話設置 198
＊ 施設維持補修費 400

予算(済)額 合　　計 189,141 合　　計 101,876 合　　計 113,462 合　　計 113,462
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 18,299 補助率 60 ％ 19,144 補助率 60 ％ 19,144 補助率 60 ％ 19,144
起債 充当率 0 ％ 56,600 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 112,537 80,960 92,546 92,546

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 ■その他 1,705 □特会 □受益 □債務 □基金 ■その他 1,772 □特会 □受益 □債務 □基金 ■その他 1,772 □特会 □受益 □債務 □基金 ■その他 1,772
換算人数(人) 1.27 1.27 1.27 1.27
正職員人件費 11,176 11,176 11,176 11,176

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,659 4,017 4,017 4,017
臨時職員賃金額 1,413 1,615 1,615 1,615

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 200,317 113,052 124,638 124,638
(11)単位費用

6,677.23千円／人 3,768.4千円／人
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

少子化の影響から少ない兄弟姉妹の中で育つ児童が大半となり、近隣での遊び友達の減少から、地域の中で子どもの仲間 ○①事前確認での想定どおり
集団を形成することが困難な状況となっており、市内には、児童館がないため、子どもたちが安心してのびのびと遊ぶこ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ とのできる施設が求められている。 ○要
   背景は？(事業の必要性) 現代社会で希薄になっている”地域で子どもを育てる””子どもたちが安全・安心に遊べる”を基本に放課後子どもたち ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

が安心して過ごせる場を提供する。そこで、地域の方の協力を得ての体験活動や、異年齢間の交流などを通じ、子どもを
育むことを目的とする。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 地域の方が市民スタッフとして、様々な体験の提供や子ども ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り の見守りに参画。 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り Ｈ25.9月より、我孫子市介護保険ボランティアポイント制度 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している 実施場所としても登録し、より多くの地域の人を取り入れる ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 よう工夫している。 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
コピー用紙や家庭で出る牛乳パックやプラスチックカップの再利用。

効
　
率
　
性

現況値(a)(校) 目標値(b)(校) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(校) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
12 13 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 113,052 87,265
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

43.56

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.01

校 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 1081 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 子どもの居場所づくり 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 子どもの居場所づくり 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成２８年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 1.27 人）
(1)事業概要

(当　初) 113,052 千円 (うち人件費 11,176 千円）⑦事業費
総事業費 305,501 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33104 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画　健康福祉総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもたちが自主性、社会性、創造性などさまざまな能力を伸ばし、生きる力を身



育ニーズを踏 共稼ぎやひとり親家庭等の児童の放課後を安全で豊かなものにし、児童の健全な育ちと働く親の就労を支援
施策目的・

(2)目的 まえながら、保育サービスの質の向上を図ります。また、保育園が有する専門的なノウハウをいかし、地域 事業目的 する。全ての子どもを対象とした「活動の場」であるあびっ子クラブ（子どもの居場所事業）との一体的な
展開方向

における子育て拠点として子育てをともに支える体制を整備します。 運営を図りながら事業を推進する。
児童福祉法に基づく放課後児童健全育成事業として、市内１３小学校区内に学童保育室を設置し、共働き等 １３小学校区１７学童保育室の入室決定事務をはじめ、非常勤スタッフ等による児童の保育業務を行う。
で保護者がいない小学生の児童を受入れ、生活指導や集団生活を通した保育を行う。 スタッフ会議を通じ、利用児童の安全を第一に各学童保育室を運営する。
・学校開設日は授業終了後～１９：００、学校休業日（夏休み等）…７：４５～１９：００で開設。 当該年度 ・非常勤スタッフの「児童指導員」資格取得研修への参加奨励。
・施設の維持補修及び配備品等の充実による児童の安全確保　 執行計画 ・各父母会からの要望を受け、維持補修工事などを実施。

(3)事業内容 内　　容 ・平成２７年４月１日より、子ども・子育て新制度がスタートすることに伴い、入室審査基準を策定し、よ ・待機児童対策として、三小学童保育室の隣の店舗を新たに賃貸借し設備の拡張整備を行います。
り保育の必要な児童を受け入れる。なお、４年生までは、定員を超えても受け入れることとする。 ・提案型公共サービス民営化制度により、根戸小学童保育室の運営を民間委託する。
・最低基準条例に基づき、１支援単位おおむね４０人で保育するために、スタッフの体制を整える。また、 登録児童数（平均） 想定値 815当該年度
サービスを向上させ、スタッフ数の不足を補うため、四小学童保育室の運営を民間事業者が実施する。 単位 人

活動結果指標 実績値・「放課後子ども総合プラン行動計画」に基づき待機児童対策及び老朽化及び安全対策に伴う施設整備を検

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 登録率 直接 登録児童数（906人）/定員数（1,055人） ％ 75 75

   ３年後 登録率 直接 登録児童数（858人）/定員数（1,055人） % 0 72

   最終(概ね５年後) 登録率 直接 登録児童数（809人）/定員数（1,055人） % 0 71

学童保育の待機児童緩和策として、全小学校区にあびっ子クラブを設置するとともに、一体的な運営を実施する。
(7)事業実施上の課題と対応 それでも学童保育の待機児童が予測される学区においては、分室などの検討を行う。一部の地域では、学校自体の児童数の急増 代替案検討 ○有 ●無

により、普通教室が不足しているため、学童保育室を学校敷地内で増設することが困難な状況となっている。

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

非常勤一般職員人件費（経常） 3,066 非常勤一般職人件費 非常勤一般職人件費 非常勤一般職人件費
非常勤一般職人件費（スタッフ分）（経 130,843 　（スタッフ39人分）（補助対象） 97,690 　（スタッフ分）（補助対象） 102,755 　（スタッフ分）（補助対象） 108,385

学童保育室運営費（補助対象） 81,865 放課後対策事業運営費（補助対象） 84,582 放課後対策事業運営費（補助対象） 84,582
放課後対策事業運営費（経常） 93,673 学童保育室施設維持補修費 2,000 放課後対策施設維持補修費 2,000 放課後対策施設維持補修費 2,000
放課後対策施設維持補修費（経常） 2,321 学童預かり保育事業（小学生） 3,000 学童預かり保育事業（小学生） 3,000 学童預かり保育事業（小学生） 3,000
12月補正　学童保育管理システム改修委 130 非常勤一般職員人件費 非常勤一般職員人件費 非常勤一般職員人件費

　（2号嘱託0.5×3人） 4,017 　（2号嘱託0.5×3人） 4,017 　（2号嘱託0.5×3人） 4,017
実施内容 ◆私立幼稚園預かり保育事業（小学生） 3,000 （根戸小）運営業務委託 31,450 （根戸小）運営業務委託 31,450

＊ 【政策】　 （三小）運営業務委託 22,200
(8)施行事項

費　　用 ＊ 　清掃業務委託料 0
＊ 　飛散防止フィルム 500 ＊ 【政策】
＊ 　パソコン配置 2,204 ＊ 三小拡張　施設改修工事 200 ＊ 【政策費】
＊ 　ＡＥＤ配置 120 ＊ 三小拡張　運営費 2,717 ＊ （三小）運営業務委託 22,200
＊ 　学童保育施設維持補修費 0 ＊ （根戸小）運営業務委託 31,450 ＊ 非常勤一般職人件費（スタッフ分）
＊ 　根戸第一エアコン交換工事監理委託 0 ＊ 非常勤一般職人件費（スタッフ分） ＊ ・三小引継ぎ2人（4月～9月） 2,815

＊ ・根戸小引継ぎ3人（4月～9月） 3,954 ＊ ・職員体制強化分2人（10月～3月） 2,815
＊ ・三小1人（10月～3月） 1,409
＊ ・並木小1人（10月～3月） 1,374
＊ ・二小1人（10月～3月） 1,176
＊ ・湖北台西小1人（10月～3月） 1,408

予算(済)額 合　　計 235,857 合　　計 232,260 合　　計 255,634 合　　計 255,634
国庫支出金 補助率 0 ％ 40,715 補助率 30 ％ 47,226 補助率 30 ％ 47,226 補助率 30 ％ 47,226
県支出金 補助率 60 ％ 40,694 補助率 30 ％ 47,064 補助率 30 ％ 47,064 補助率 30 ％ 47,064
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 92,675 72,301 95,675 95,675

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 ■その他 61,773 □特会 □受益 □債務 □基金 ■その他 65,669 □特会 □受益 □債務 □基金 ■その他 65,669 □特会 □受益 □債務 □基金 ■その他 65,669
換算人数(人) 1.27 1.49 1.49 1.49
正職員人件費 11,176 13,112 13,112 13,112

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,660 4,017 4,017 4,017
臨時職員賃金額 1,460 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 247,033 245,372 268,746 268,746
(11)単位費用

308.02千円／人 301.07千円／人
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

多くの団塊の世代が引退した後、市民税による歳入が激減することは住宅都市である本市において、まさに死活問題であ ○①事前確認での想定どおり
る。この問題を解決するためには、今後いかに若い世代が本市に定住してくれるか否かが大きく関係してきます。そのた ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ め、本市は、地域で一番子育てしやすいまちを目指し、その特徴的な施策が「待機児童ゼロ」となる。 ○要
   背景は？(事業の必要性) しかしながら、社会状況の変化により家庭保育が困難な児童の増加は顕著であり、待機児童ゼロの維持推進と子育て支援 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

施策の充実・向上を図る必要がある。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り おやつに係る経費を父母会で徴収し、おやつ購入・提供をス ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り タッフが行っている。また、父母会費で、施設修繕や消耗品 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 購入を行っている。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
資源の再利用。できる限り可能な範囲での節電。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
75 75 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 245,372 1,661
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

0.67

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.03

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 1350 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 学童保育の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 学童保育室の運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成２０年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 1.49 人）
(1)事業概要

(当　初) 245,372 千円 (うち人件費 13,112 千円）⑦事業費
総事業費 247,030 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33103 重点４ ●有 ○無 (計画名) 子ども総合計画　健康福祉総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

待機児童ゼロを堅持するため、保育園や学童保育室など計画的に整備するとともに、多様な保



Ｏなど子育て支援にかかわる団体と 婚活段階から子育てへの継続的な支援により、少子化対策や若い世代の定住人口の増加に繋げるため、我孫
施策目的・

(2)目的 の連携を強化するとともに、各団体間の連携を促進します。また、父親の育児参加の促進や地域に根ざした 事業目的 子市社会福祉協議会の「結婚相談業務」の事業充実を図る。
展開方向

子育て支援事業の充実、市民への啓発、子育てサークルなどによる自主的な活動の促進など、家庭で孤立し
　少子化対策検討プロジェクトの提案により、「結婚したい人が我孫子で前向きに結婚できるための仕組み 我孫子市社会福祉協議会と連携し、次の事業を実施して結婚相談業務の充実を図る。
づくり」のため、平成２７年１０月から、社会福祉協議会と連携して結婚相談業務を行っている。利便性の 〇けやきプラザ１１階の市管轄スペースを活用し、結婚相談所（通称：あび♡ こい♡ ハート）を週２日開設
良いけやきプラザ１１階の市管轄スペースで週２日開設し、同室に配置するスタッフや相談員の人件費等を 当該年度 。
負担し事業を充実させる。利用者に対して、長年の実績とノウハウを持ち合わせた職員や相談員によるきめ 執行計画 〇臨時職員、相談員の人件費の一部等を負担。

(3)事業内容 内　　容 細やかな対応やフォローアップ、婚活イベント等の開催により、活発な婚活を促して成婚率アップを目指す 〇結婚相談所のシステム・入会のご案内、相談業務、相談のフォローアップ、見合いのセッティング、婚活
。結婚相談業務に市が携わり事業内容を充実させて、婚活段階から既存の子育て支援策等をピーアールする イベント開催、婚活に役立つ講座の開催等を実施。
と共に、結婚、妊娠、出産、育児の「切れ目ない支援」を行い、市内への定住及び少子化対策の効果を期待 婚活イベント・講座の開催 想定値 12当該年度
する。 単位 回

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 お見合い件数・婚姻数の増加 直接 婚活イベント・講座の開催 回 12 12

   ３年後 未婚化の解消と定住人口の増加 直接 婚活イベント・講座の開催 回 12 12

   最終(概ね５年後) 未婚化の解消と定住人口の増加 直接 婚活イベント・講座の開催 回 12 12

利用者の期待に沿ったマッチングや、相談・見合いの丁寧なフォローアップを行い、信頼関係を築くことで利用しやすい結婚相
(7)事業実施上の課題と対応 談所を目指す。イベントは婚活効果が高いため充実した企画内容とする。婚活段階から結婚相談所や市の子育て支援策をＰＲし 代替案検討 ○有 ●無

、広域的な周知を図り市外からの転入や定住化を促進する。

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 婚活支援事業補助金 2,356 ＊ 婚活支援事業補助金 2,471 ＊ 婚活支援事業補助金 3,163 ＊ 婚活支援事業補助金 2,471
＊ 通信運搬費 86 ＊ 通信運搬費 87 ＊ 通信運搬費 87 ＊ 通信運搬費 87
＊ 消耗品費 15 ＊ 消耗品費 15 ＊ 消耗品費 15 ＊ 消耗品費 15

＊ 講師報償費 100 ＊ 講師報償費 100 ＊ 講師報償費 100

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 2,457 合　　計 2,673 合　　計 3,365 合　　計 2,673
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 100 ％ 2,387 補助率 50 ％ 1,300 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 70 1,373 3,365 2,673

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.5 0.6 0.5 0
正職員人件費 4,400 5,280 4,400 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 6,857 7,953 7,765 2,673
(11)単位費用

1,142.83千円／回 662.75千円／回
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

効果的かつ確実に結婚につなげるには、出会いから交際、結婚までの一連の支援として連続的に行うことが必要である。 ○①事前確認での想定どおり
また、結婚、妊娠、出産、育児の「切れ目ない支援」は、市の定住化及び少子化対策に繋がる。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 会員や市民向けの講習会の開催や、婚活に効果的な婚活イベ ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り ントでは、地元企業とのコラボ企画、会員が企画するイベン ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り トを行っている。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 結婚相談事業を行うにあたり、室温調整をこまめに行ってい ○①想定どおり
□②生き物と共存している る。利便性の良い立地のため、利用者は主に公共交通機関を ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している 利用している。

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
12 12 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,953 △1,096
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△15.98

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.15

回 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 2134 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 社会福祉協議会の結婚相談業務の事業充実（少子化対策検討プロジェクト） 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 我孫子市社会福祉協議会 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成２７年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.6 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,953 千円 (うち人件費 5,280 千円）⑦事業費
総事業費 6,907 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33102 重点４ ●有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地域全体で子育てを支援する環境をつくるため、保育園・幼稚園・ＮＰ



育てに関 児童扶養手当の支給を行うことにより、ひとり親家庭の経済的な支援となる。
施策目的・

(2)目的 する負担の軽減を図ります。また、ひとり親世帯に対しても経済的支援を行うとともに、就業支援の充実を 事業目的
展開方向

図ります。
支援要件に該当する児童(１８歳に達する日以後の３月３１日にあるもの）を監護する父、母又は養育者に 毎年８月の現況届により受給者に適切な支給を行う。
支給する。手当額：児童一人の場合　全部支給　42,330円　　一部支給　42,320円～9,990円

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

支給件数 想定値 850当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 年間３回支給する事務の適切処理 直接 適正支給した件数／総支給件数の割合 ％ 100 100

   ３年後 年間３回支給する事務の適切処理 直接 適正支給した件数／総支給件数の割合 ％ 0 100

   最終(概ね５年後) 年間３回支給する事務の適切処理 間接 適正支給した件数／総支給件数の割合 ％ 0 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

扶助費（児童扶養手当） 330,000 扶助費（児童扶養手当） 330,000 扶助費（児童扶養手当） 330,000 扶助費（児童扶養手当） 330,000
需用費 128 需用費 40 需用費 40 需用費 40
システム保守管理委託料 324 システム保守管理委託料 324 システム保守管理委託料 324 システム保守管理委託料 324
障害認定業務委託料 50 障害認定業務委託料 25 障害認定業務委託料 25 障害認定業務委託料 25

＊ 社会保障・税番号制度対応システム改修 216 システム賃貸借料（ソフト、ハード） 681 システム賃貸借料（ソフト、ハード） 681 システム賃貸借料（ソフト、ハード） 681
システム賃貸借料（ソフト、ハード） 2,079 臨時職員賃金（2人） 1,262 臨時職員賃金（2人） 1,262 臨時職員賃金（2人） 1,262
臨時職員賃金 1,262 社会保険料 186 社会保険料 186 社会保険料 186

実施内容 社会保険料 184 雇用保険料 14 雇用保険料 14 雇用保険料 14
雇用保険料 18 児童扶養手当システム設定業務委託料 242

(8)施行事項
費　　用 ＊ 子育てワンストップサービス対応システ 0

（６月補正） ＊ 子育てワンストップサービス対応システ 0 （改修を行う可能性がある）
＊ 児童扶養手当システム法改正対応改修委 830 （改修を行う可能性がある）

予算(済)額 合　　計 335,091 合　　計 332,774 合　　計 332,532 合　　計 332,532
国庫支出金 補助率 33 ％ 110,000 補助率 33 ％ 110,000 補助率 33 ％ 110,000 補助率 33 ％ 110,000
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 225,091 222,774 222,532 222,532

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.24 1.24 1.24 1.24
正職員人件費 10,912 10,912 10,912 10,912

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 1,262 1,462 1,462 1,462

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 346,003 343,686 343,444 343,444
(11)単位費用

407.06千円／件 404.34千円／件
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

児童扶養手当法に基づくひとり親家庭の児童の健全育成のため、経済的支援は必要である。 ○①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
民生委員、児童委員の協力が必要

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
特に無し

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 343,686 2,317
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

0.67

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.03

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 1334 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 ひとり親家庭の経済的支援の充実 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 児童扶養手当支給事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成２０年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 1.24 人）
(1)事業概要

(当　初) 343,686 千円 (うち人件費 10,912 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33105 重点なし ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して子育てができるよう、子育て世帯に対して各種手当や助成金などの経済的支援を行い、子



の支給
施策目的・

(2)目的 する負担の軽減を図ります。また、ひとり親世帯に対しても経済的支援を行うとともに、就業支援の充実を 事業目的
展開方向

図ります。
児童を養育する父母その他の保護者からの申請により支給する。所得制限あり。 平成29年5月～　　児童手当6月定期払い準備
　0歳から3歳の誕生日を迎えるまで　　　　　　　　　　　　　一律  15,000円 平成29年6月8日　 児童手当6月定期払い
　3歳以上12歳到達後最初の3月31日まで　第１子・第２子　　 一律  10,000円 当該年度 平成29年6月上旬　児童手当現況届を受給者へ発送　　提出期限6月30日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 第３子以降　　　　 一律  15,000円 執行計画 平成29年10月6日　児童手当10月定期支払い

(3)事業内容 内　　容 　中学生　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一律  10,000円 平成30年2月8日　 児童手当2月定期支払い
　所得制限を超えている方　　　　　　　　　　　　　　　　　一律　 5,000円 子育てワンストップサービスの導入
子育てワンストップサービスの導入（政策） 支給対象者数：約10,500人 想定値 15,500当該年度
国民の子育ての負担軽減を図るため、地方公共団体における子育て関連の申請手続きについて、マイナンバ 支給対象児童数：約15,500人 単位 人

活動結果指標 実績値ーカードを用いてオンラインで一括して手続きができるよう、マイナンバー制度を活用した子育て関連のサ

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 申請者に対し漏れなく支給する 直接 適正に支給した件数／総支給件数 ％ 100 100

   ３年後 申請者に対し漏れなく支給 直接 適正に支給した件数／総支給件数 ％ 100 100

   最終(概ね５年後) 申請者に対し漏れなく支給 直接 適正に支給した件数／総支給件数 ％ 100 100

国の主要政策である児童手当制度に左右される。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

報酬 2,329 2号嘱託職員報酬（1人） 2,329 2号嘱託職員報酬（1人） 2,329 2号嘱託職員報酬（1人） 2,329
共済費 355 2号嘱託職員共済費（1人） 351 2号嘱託職員共済費（1人） 351 2号嘱託職員共済費（1人） 351
費用弁償 108 2号嘱託職員費用弁償（1人） 45 2号嘱託職員費用弁償（1人） 45 2号嘱託職員費用弁償（1人） 45
賃金 1,415 臨時職員賃金（3人） 1,400 臨時職員賃金（3人） 1,400 臨時職員賃金（3人） 1,400
共済費 96 臨時職員共済費（3人） 95 臨時職員共済費（3人） 95 臨時職員共済費（3人） 95
需要費 542 需要費 517 需用費 517 需用費 517
役務費 2,008 役務費 2,033 役務費 2,033 役務費 2,033

実施内容 委託料 798 委託料 898 委託料 732 委託料 732
使用料及び賃貸借料 687 使用料及び賃貸借料 687 使用料及び賃貸借料 687 使用料及び賃貸借料 687

(8)施行事項
費　　用 扶助費 1,982,760 扶助費 1,928,940 扶助費 1,928,940 扶助費 1,928,940

＊ 子育てワンストップサービスに係るシス ＊ 子育てワンストップサービスに係るシス

予算(済)額 合　　計 1,991,098 合　　計 1,937,295 合　　計 1,937,129 合　　計 1,937,129
国庫支出金 補助率 70 ％ 1,376,944 補助率 70 ％ 1,340,196 補助率 70 ％ 1,340,196 補助率 70 ％ 1,340,196
県支出金 補助率 15 ％ 302,908 補助率 15 ％ 294,372 補助率 15 ％ 294,372 補助率 15 ％ 294,372
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 311,246 302,727 302,561 302,561

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.78 0.78 0.78 0.78
正職員人件費 6,864 6,864 6,864 6,864

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,792 2,725 2,725 2,725
臨時職員賃金額 2,500 1,495 1,495 1,495

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 1,997,962 1,944,159 1,943,993 1,943,993
(11)単位費用

128.9千円／人 125.43千円／人
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

子育て中の親に対する経済的な支援が重要である。 ○①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当無し

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当無し

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,944,159 53,803
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

2.69

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 5.14

％ 1億円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 1987 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 児童手当支給事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 児童手当支給事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成２３年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.78 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,944,159 千円 (うち人件費 6,864 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33105 重点なし ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して子育てができるよう、子育て世帯に対して各種手当や助成金などの経済的支援を行い、子育てに関 児童手当


